
（様式第１号）

山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金交付申請書

令和　　年　　月　　日

山梨県知事　殿

（申請者）
郵便番号　
住　所　
名　称　
代表者　役職・氏名　　　　　　　　印

　山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり事業計画について関係書類を添えて提出します。
　なお、事業計画書及び関係書類に虚偽や不正がないことを申し添えます。

１　補助対象経費及び補助金申請額等　
（１）補助対象経費　金　　　　　　　　　円（税抜）
（２）補助金申請額　金　　　　　　　　　円
（３）事業実施期間　交付決定日から令和　年　月　日まで

２　実施する内容
　　（別紙）補助事業計画書のとおり

１．申請者連絡先（申請者と同じ法人に属する担当者で、平日９～１７時に連絡が取れること）
※申請の担当をする者を記入
所属・役職：　　　　　　　　　　　　　　氏名：
固定電話：　　　　　　　　　　　　　　携帯電話：
ＦＡＸ：
E-mail：
２．設備に関する連絡先（平日９～１７時に連絡が取れること）
※設備など技術的なことを担当する者（設備業者でも可）を記入
所属（法人名）・役職：　　　　　　　　　　　　　氏名：
電話：　　　　　　　　　　　　E-mail：




（添付様式第１－１号）
補助事業計画書

１　資金調達内訳（全補助対象事業所分の総額）　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業費の総額（税抜）
＝①＋②＋③＋④
	補助金
①
	自己資金
②
	借入金
③
	その他
④

	円
	
	
	
	

	借入金の調達先（金融機関名）：



２　補助対象事業所における更新・新設設備の内訳（申請事業所ごとに作成・記入）
	補助対象事業所の名称
	


	事業所の開設年月
	年　　　月

	①補助対象事業所の所在地（住所）
	

	②土地・建物登記簿の「所在（地番、家屋番号）」
	

	①と②の地番等が一致しない場合は、相違する事由
	

	省エネ
設備導入
	番号
	設備の種別
	機種名・型式等
	台数
	補助対象経費（円、税抜）

	
	１
	
	
	
	

	
	２
	
	
	
	

	
	３
	
	
	
	

	
	４
	
	
	
	

	
	５
	
	
	
	

	
	補助対象経費の合計（税抜）
	円

	
	補助金の額（補助対象経費の1/2以内、千円未満切捨、
上限10,000,000円）※
	円



※１ 事業所ごとにページを分けて作成・記載してください。
※２ 補助対象事業所の所在地は、提出する土地または建物の登記事項証明書の住所と一致している必要があります。
※３ 補助金の額は、区分ごとに合計した補助対象経費に、補助率（1/2）を乗じた額の千円未満を切り捨てて算出します。
※４ 設備の機種名や型式等の記入情報が掲載されているカタログ等を提出する際は、カタログ等で参照した箇所をマーカー等で明示してご提出ください。

３　事業効果（申請事業所ごとに作成・記入）
	事業所の名称
	





【省エネ設備導入に係る事業効果】
	項目
	金額等
	算出方法

	補助対象経費（Ａ）
	円
	「２ 補助対象事業所における更新・新設設備の内訳」から転記

	補助金の額
	円
	「２ 補助対象事業所における更新・新設設備の内訳」から転記

	既存設備の年間CO2排出量　（Ｂ）
	t-CO2
	直近１年間のCO2排出量

	導入設備の年間CO2排出量（Ｃ）
	t-CO2
	導入後１年間のCO2排出量

	設備導入による年間CO2削減量（Ｄ）
	t-CO2
	（Ｂ）－（Ｃ）

	耐用年数（Ｅ）
	年
	法定耐用年数（処分制限期間）

	設備導入によるCO2削減効果（総量）（Ｆ）
	t-CO2
	（Ｄ）×（Ｅ）

	費用効率性（Ｇ）
	円/t-CO2
	（Ａ）÷（Ｆ）




※１　設備導入による年間CO2削減量については、設備事業者等へご相談の上、ご記入ください。
※２　審査時に金額等の算出根拠資料の提出を求めることがあります。
※３　（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）、（Ｆ）、（Ｇ）について、異なる設備区分を併せて申請する場合、設備区分ごとに記入してください。
※４　耐用年数は、業種等により年数が異なる場合があるため、税理士等へご相談ください。　














（添付様式第１－２号）
提出書類チェックリスト（交付申請書）
[bookmark: _Hlk157508279]
・申請書類提出にあたっては、各書類の右上に下記番号（１～１８）を記入してください。

	番号
	提出
対象者
	提出書類 及び 注意事項（※）
	確認

	１
	全て
	補助金交付申請書（様式第１号）
※個人事業主は、個人（確定申告書）の住所と個人名を記入（店名は不要）
	□

	２
	全て
	補助事業計画書（添付様式第１－１号）
※個人事業主は、「事業者名」に個人名を記入
	□

	３
	全て
	提出書類チェックリスト（添付様式第１－２号）※確認及び署名

	□

	４
	全て
	誓約書（添付様式第２号）
※個人事業主は、住所は店ではなく、個人（確定申告書）の住所、法人名は記入不要、代表者氏名は個人名を記入
	□

	５
	全て
	役員名簿（添付様式第２－１号）

	□

	６
	全て
	省エネ設備の比較整理表（添付様式第３号）

	□

	７
	全て
	事業者の事業概要がわかる資料（会社案内、ホームページを印刷したもの、事業報告など）　※事業所の住所がわかるものを添付
	□

	８　
	法人
	法人の場合　履歴事項全部証明書（発行から３か月以内のもの、原本）
	□

	９
	法人
	法人の場合　損益計算書、貸借対照表（直近２カ年分）
	□

	10
	個人
事業主
	個人事業主の場合 青色申告者であることを証明する書類（写し）直近１カ年
※事業内容及び事業状況、税務申告状況を確認するため、青色申告決算書又は収支内訳書の写しは必須です。
	□

	11
	個人
事業主
	個人事業主の場合本人確認書類（運転免許証（両面）、又はマイナンバーカード（両面）の写しなど、いずれか１つ）
※マイナンバーは黒塗りして判別できないように
	□

	12
	全て
	県税に未納がない旨の証明書（原本）
※令和８年８月１日以降に発行されたもの
	□

	13
	全て
	補助対象設備の要件を満たしていることがわかる、次のいずれかの書類
1 SII登録機器は、登録型番等が記載されたWebページ
2 メーカーが発行するカタログ等、補助対象設備の要件（省エネ基準達成等）を満たしていることがわかる資料（ただし、ＬＥＤ照明器具へ更新する場合は添付不要）
※該当する箇所にマーカー等により明示すること。

	□

	14
	全て
	既存設備に関する次のＡ～Ｃの書類
Ａ　既存設備の仕様がわかる資料
※メーカー・機種名・形式・性能等を明記した箇所を、マーカー等により明示
すること。
※照明設備の更新の場合であって、既存設備が蛍光灯や水銀灯等（ＬＥＤを除く）である場合には、添付不要。

Ｂ　既存設備設置場所の配置図及び平面図
※設備の配置場所をマーカー等により明示し、設備を識別できるよう、型番等を
記載すること。
※既存設備の設置場所と導入予定設備の設置場所が異なる場合、導入予定箇所にもマーカー等により設置位置を明示し、新旧で設置箇所の比較可能とすること。同じ場所への設置の場合は不要。
※エアコンの場合は、室外機と室内機の両方を明示

Ｃ　カラー写真（以下①～④全て）
①補助対象事業所の外観（敷地入口から撮影した全景、１枚以上）
② 設置エリア（設置場所付近の様子がわかること、原則各設備１台につき１枚、ただし画面内に収まれば複数台をまとめて１枚とすることも可。）
3  設備の全体（各設備１台につき１枚、ただし同一の型番の照明設備は型番毎に１枚）
④ メーカー及び型番がわかる銘板等（各設備１台につき１枚、エアコンや分離型冷凍冷蔵ユニットの場合は室内機及び室外機、ただし同一の型番の照明設備は型番毎に１枚）
※令和８年８月１日以降に撮影したもの（現況確認のため）
※設置場所が複数ある場合、配置図と写真が照合できるよう室名の記載や通し番号の符番等、適宜注釈を付けること。
※写真②～④については、実績報告の際、更新設備について同様の写真を提出する必要があります。

	







□

	15
	全て
	
導入機器の設置工事費等の経費明細が記入された見積書の写し

	□

	16
	全て
	導入設備の仕様がわかるカタログや仕様書等（機器のメーカー名、機種名、型式、性能等の仕様が確認できるもの）
※導入予定の設備の確認箇所にマーカー等をすること。
	□

	17
	全て
	補助対象事業所の建物又は土地の登記事項証明書（発行から３か月以内のもの、原本）
※建物に設置する場合は建物の証明書、土地に設置する場合は土地の証明書を添付すること（両方に設置する必要がある場合のみ、両方添付すること）。
※相続を原因として、登記上の権利者と申請者名が異なる場合は、相続協議書または相続人全員の承諾書を提出すること。
※建物が未登記であり、登記しないことに法令上問題がない場合は、登記事項証明書に代えて申立書を提出すること。併せて、土地の登記事項証明書を添付すること。
	□

	18
	対象者のみ
	賃貸借契約書（全ページ）の写し、設備設置等承諾書（添付様式第４号）、補助対象設備の設置場所についての契約更新等の確約書（添付様式第５号）
※補助対象者と補助対象設備を設置する建物又は土地の所有者が異なる場合のみ
※承諾書（添付様式第４号）及び確約書（添付様式第５号）は、法定耐用年数を満たす期間であること。
※法人の場合は、代表者個人の所有であっても（実質的に自分から借りている状態）賃貸借契約書に代わる書類を提出すること。
	□




上記のとおり提出書類の不足がないこと、記載例を確認し記入漏れ等がないことを十分に確認しました。また、審査時に当該書類の不足等があった場合は、そのことを理由として不交付決定となる場合があること、全ての書類が整った申請から優先的に審査を行うことについて理解しました。
　

令和　　年　　月　　日　



　　　　　　　　　署名（自筆）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


(添付様式第２号)
誓　　　　約　　　　書
(法人の場合)

私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要とする場合は、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。
記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者。
（４）法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるもの(以下この号において「人格のない社団等」という。)を含む。)であって、その役員(人格のない社団等の代表者又は管理人を含む。)のうちに暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者があるもの。
（５）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその事業活動を支配する者。
（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たりその相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者。

令和　　年　　月　　日

 山梨県知事　 殿

　
住　所　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）　
法人名　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）
代表者　役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　
代 表 者
生年月日  　 （大正・昭和・平成） 　　年 　　　月　　　 日


(添付様式第２号)
誓　　　　約　　　　書
(個人の場合)

私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要とする場合は、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

記

１　私は、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第
２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 自己又は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力
団又は暴力団員を利用している者
（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しく
は積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記(１)か
ら(５)までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者
２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又
は個人ではありません。
　　
令和　　年　　月　　日

 山梨県知事 　殿

　　　
住　所　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）　
法人名　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
（ふりがな）
代表者　役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　
代 表 者
生年月日  　 （大正・昭和・平成） 　　年 　　　月　　　 日


(添付様式第２－１号)
役　員　名　簿

　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　作成担当者                        　　
　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　連　絡　先　　　　　　　　　　　　　　


　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日現在
	役　職
	氏　　　名
	氏名のふりがな
	性別
（男・女）
	生年月日
(大正Ｔ、昭和Ｓ、平成Ｈ)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



本様式を山梨県が山梨県警察本部に照会することについて異議ありません。

　　
令和　　年　　月　　日

                            住　    所
　　　　　　　　　　　　　　会社の名称
代表者 役職・氏名



※　この名簿には、法人の場合は登記簿謄本の「役員に関する事項」に記載されている役員を記入して下さい。監査役については除きます。また、契約の締結に関して営業所等に権限が委任されている場合には、その委任を受けている営業所等の代表者も記入してください。
　　


（添付様式第３号）　
省エネ設備の比較整理表


省エネ設備について、次のとおり既存設備を更新します。
既存の設備と比較して、温室効果ガス排出量が減少することを確認しました。


〇既存設備、導入設備の比較　　　　　　　　事業所の名称　　　　　　　　　　　
	No.
	既存設備
	更新（導入）設備
	CO2排出量削減効果
(％)

	
	①設備の種別
②メーカー名
③機器・型式等
④年間CO2排出量(t-CO2)
※以下高効率照明機器の場合のみ記入↓
⑤調光制御機能の有無
⑥光源色
⑦固有エネルギー消費効率(lm/W)
	台数
	①設備の種別
②メーカー名
③機器・型式等
④年間CO2排出量(t-CO2)
※以下高効率照明機器の場合のみ記入↓
⑤調光制御機能の有無
⑥光源色
⑦固有エネルギー消費効率(lm/W)
	台数
	

	１
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	

	２
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	

	３
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
	
	



※１　カタログや仕様書、銘板の写真（既存設備の場合）等の根拠資料を参照して記入してください。また、使用した根拠資料の写しを別添としてください（マーカー等により明示し、参照箇所がわかるようにすること）。
※２　空調機の室外機/室内機など、１設備で２以上の機器がある場合は、それぞれの機器を記入してください。
※３  事業所ごとにページを分けて作成・記載してください。
※４　省エネ診断を受診したことがわかる資料（診断結果等）を添付してください。

（添付様式第４号）
設備設置等承諾書


令和　　年　　　月　　　日　
（承諾者）
住  所
名  称
代表者の役職・氏名　　　　　　印

[bookmark: OLE_LINK18]私は、自らが所有する土地または建物に、山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金の申請者が設置する次の補助対象設備について、同補助金の申請者が善良な管理義務を果たすことを条件に、法定耐用年数の間、設置および使用することを承諾します。

１　補助対象設備の設置及び使用を承諾する土地・建物
・土地の所在地：
・建物の所在地：
※承諾する項目のみに記入すること（例えば、土地のみについての承諾の場合は、 建物
の欄は空欄にすること）
※賃貸借契約書や登記簿謄本などで確認できる住所を記入すること

２　法定耐用年数　　　　　　　　　年間　※導入設備のうち、最長の年数を記入

[bookmark: _Hlk43904437]３　補助金の申請者
・申請者の名称：
・申請者の住所：


承諾者の連絡先　※本補助金審査時や処分制限期間の間に連絡する場合があります。
部署名：
職・氏名：
電話番号：
E-mailアドレス：



（添付様式第５号）

補助対象設備の設置場所についての契約更新等の確約書

令和　　年　　　月　　　日　
（申請者）
住  所
名  称
代表者の役職・氏名　　　　　　　印

下記の補助事業の補助対象設備の設置場所について、賃貸借の契約更新をすることにより補助対象設備を法定耐用年数期間、確実に使用することを確約いたします。
また、賃貸借の契約を更新しないことにより補助金の返還が必要となった場合には、山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金交付要綱第１５条第２項の規定に基づき、返還に応じます。

１　補助事業の名称：山梨県高効率化省エネ設備導入支援事業費補助金

２　対象設備の設備区分（種別）：申請書のとおり

３　法定耐用年数　　　　　　　　　年間　※導入設備のうち、最長の年数を記入

４　対象となる土地・建物の所在地：
　申請者の連絡先（担当者）
部署名：
職・氏名：
電話番号：
E-mailアドレス：

